
第６号議案 

   令和５年度芦屋市一般会計補正予算（第１０号） 

  令和５年度芦屋市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ560,430千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ46,481,216千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表繰越明許費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加、変更及び廃止は、「第４表地方債補正」による。 

   令和６年２月１６日提出 

芦屋市長 髙 島  崚 輔    
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追　加

０６　社会教育費
１０　教育費

０１　総務管理費

０２　道路橋梁費

０４　都市計画費

０３　戸籍住民基本台帳費

０１　保険衛生費

０９　消防費

０３　児童福祉費
０３　民生費

０５　幼稚園費

０１　社会福祉費

款

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

０２　徴税費

０９　消防費

０２　総務費

第 ２ 表 繰

項

０４　衛生費

０８　土木費

１１　災害復旧費 ０１　公共施設災害復旧費
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公園施設長寿命化対策支援事業

芦屋市立精道小学校放課後児童クラブに係るプレハブ施設整備事業

野球場照明復旧工事

3,153

597,992

地域防災計画・水防計画改定事業

芦屋市総合公園処理水供給ポンプユニット取替工事

23,288

旧芦屋霊園事務所跡地緑地整備工事

3,408

100

マイナンバー情報連携体制整備事業

戸籍システム法改正対応事業 7,528

新型コロナウイルスワクチン予防接種事業

1,960

岩園隧道長寿命化修繕工事 35,861

ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業

12,100

53,165霊園整備事業

11,550

保育所等における性被害防止対策に係る設備等整備事業（市立幼稚園） 500

257,315

2,508

自動録音機能付電話機等購入補助事業 3,081

公共用地等整備事業 5,500

本庁舎南館エレベーター改修工事

4,818

打出浜線（浜風町）道路改修工事（第６期）

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業（追加分）

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名

森林環境税対応に伴う個人住民税システム改修事業

 越 明 許 費 補 正
（単位　千円）

金　　　　　　額

89,343

70,091

普通公用自動車購入事業

2,000

2,301

保育所等における性被害防止対策に係る設備等整備事業（放課後児童クラブ） 2,125

放課後児童クラブＩＣＴシステム整備事業

1,387,237

17,050

137,323

保育所等における性被害防止対策に係る設備等整備事業（保育所等） 1,975

22,194

橋梁長寿命化対策事業

芦屋川周辺地区交通影響調査事業

19,008

保育所等における性被害防止対策に係る設備等整備事業（すくすく学級）

ＪＲ芦屋駅北自転車駐車場搬送コンベア改修工事
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変　更

追　加

追　加

変　更

廃　止

そ の 他 公 共 公 用 施 設 災 害 復 旧 事 業

第 ４ 表 地

起　　　　　債　　　　　の　　　　　目　　　　　的

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

　　　定額減税対応に伴う個人住民税システム改修業務

項

第 ３ 表 債

０３　戸籍住民基本台帳費

款

小 学 校 施 設 整 備 事 業

集 会 所 整 備 事 業 債

消 防 防 災 施 設 整 備 事 業

起　　　　　債　　　　　の　　　　　目　　　　　的

災 害 対 策 事 業

市 街 地 再 開 発 事 業

起　　　　　債　　　　　の　　　　　目　　　　　的

０２　総務費
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30,987

 方 債 補 正

令和５年度から令和６年度まで

42,300

償　還　の　方　法

普 通 貸 借 5.0%以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

借入れの日から据置期間
を含め、３０年以内に毎
年度元利均等その他の方
法により償還する。な
お、借入先の融通条件に
変更のあるときはその融
通条件に従う。ただし、
財政の都合その他によっ
ては、定額以上を償還
し、又は左記利率の範囲
内で借り換えすることが
できる。

金　　　　　額

7,150

補　　　　　正　　　　　後

事　　業　　名

（単位　千円）

限　　　度　　　額 起　債　の　方　法 利　　　　率

 務 負 担 行 為 補 正 

期　　　　　　　　　　　　　間

事　　業　　名 金　　　　　額

限　　　　　　度　　　　　　額

（単位　千円）

193,100 ―

（単位　千円）

―6,100

422,600 363,900

61,600

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

58,000

限　　　　　度　　　　　額 限　　　　　度　　　　　額

補　　　　　正　　　　　前

1,035,500 792,900

補　　　　　正　　　　　後

限　　　　　度　　　　　額 限　　　　　度　　　　　額

（単位　千円）

25,465

（単位　千円）

補　　　　　正　　　　　前

戸籍の氏名振り仮名法制化
に係るシステム改修事業
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6-28 6-29
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 一   般   職

  （１） 総    括

        （単位  千円）

（ 979 ）

721 1,311,851 2,700,673 3,082,835 7,095,359 1,295,701 8,391,060

（ 980 ）

736 1,311,851 2,736,623 3,097,235 7,145,709 1,307,351 8,453,060

（ △ 1 ）

△ 15 0 △ 35,950 △ 14,400 △ 50,350 △ 11,650 △ 62,000

79,786 433,082 71,001 90,468 63,313 279,637

補 正 前 78,036 438,082 71,001 90,468 63,313 278,937

1,750 △ 5,000 0 0 0 700

39,970 8,600 0 93,757 6,680 1,448,732

39,770 8,600 0 93,757 6,680 1,461,732

200 0 0 0 △ 13,000

360 54,470 0 132 412,847

360 53,520 0 132 412,847

950 0 0

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

給  与  費  明  細  書

期末及び

勤勉手当手    当 手    当 手    当

宿 日 直 管 理 職 管理職員

比  較

特別勤務

休日勤務

手    当

夜間勤務

手    当

教員特別

手    当

補 正 後

補 正 前

職員手当等

の  内  訳

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分

時 間 外

勤務手当

住居手当 通勤手当

特殊勤務

手    当

共 済 費 合    計

比    較

職員手当等 計

補 正 後

補 正 前

報      酬 給      料

区    分

補 正 後

比  較

区  分

給               与               費

扶養手当 地域手当

職員数

（人）

区  分

単身赴任

手    当

退職手当

初 任 給

調整手当

児童手当
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

        （単位  千円）

（ 9 ）

721 2,700,673 2,835,003 5,535,676 1,048,373 6,584,049

（ 10 ）

736 2,736,623 2,849,403 5,586,026 1,060,023 6,646,049

（ △ 1 ）

△ 15 △ 35,950 △ 14,400 △ 50,350 △ 11,650 △ 62,000

79,786 433,082 71,001 90,468 63,313 279,637

補 正 前 78,036 438,082 71,001 90,468 63,313 278,937

1,750 △ 5,000 0 0 0 700

39,970 8,600 93,757 6,680 1,200,900

39,770 8,600 93,757 6,680 1,213,900

200 0 0 0 △ 13,000

360 54,470 132 412,847

360 53,520 132 412,847

0 950 0 0

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当 勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当 勤勉手当

補 正 後

補 正 前

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当 退職手当

手    当 手    当 調整手当
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  イ　会計年度任用職員

        （単位  千円）

（ 970 )

1,311,851 247,832 1,559,683 247,328 1,807,011

( 970 )

1,311,851 247,832 1,559,683 247,328 1,807,011

0

0 0 0 0 0 0 0

補 正 前

0 0 0 0 0 0

247,832

247,832

0 0 0 0 0

0 0 0 0

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当 勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当 勤勉手当

補 正 後

補 正 前

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当 退職手当

手    当 手    当 調整手当
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一般職 （単位：千円）

款 項 目 追加 減額

０３　民生費 ０３　児童福祉費 ０２　保育所費 △ 66,000

０６　農林水産業費０６　農林水産業費 ０６　農林水産業費 1,000

０７　商工費 ０７　商工費 ０１　商工総務費 1,000

０８　土木費 ０１土木管理費 ０１　土木総務費 2,000

4,000 △ 66,000

差引 △ 62,000

合　　　　　　計

第６号議案説明資料

令和５年度芦屋市一般会計補正予算（第１０号）に係る職員給与費等の増減内訳
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　        　　令和５年度芦屋市一般会計補正予算（第１０号）の繰越明許費の内容 　　　　

（単位 千円）

現計予算額
(3月補正後)

自動録音機能付電話機等購入補助事業 3,081 3,081
需用費・役務費・負担金、
補助及び交付金

公共用地等整備事業 11,341 5,500 負担金、補助及び交付金

本庁舎南館エレベーター改修工事 257,315 257,315 工事請負費

森林環境税対応に伴う個人住民税システム改修業務
委託

4,818 4,818 委託料

戸籍システム法改正対応事業 7,528 7,528 委託料

戸籍の氏名振り仮名法制化に係るシステム改修事業 30,987 30,987 委託料

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業
（追加分）

769,554 89,343
需用費・役務費・委託料・
負担金、補助及び交付金

保育所等における性被害防止対策に係る設備等整備
事業（保育所等）

1,975 1,975
備品購入費・負担金、補助
及び交付金

保育所等における性被害防止対策に係る設備等整備
事業（すくすく学級）

100 100 備品購入費

新型コロナウイルスワクチン予防接種事業 221,821 22,194
役務費・委託料・負担金、
補助及び交付金

マイナンバー情報連携体制整備事業 1,960 1,960 委託料

霊園整備事業 63,385 53,165 工事請負費

ＪＲ芦屋駅北自転車駐車場搬送コンベア改修工事 12,309 11,550 工事請負費

岩園隧道長寿命化修繕工事 35,861 35,861 工事請負費

打出浜線（浜風町）道路改修工事（第６期） 19,008 19,008 工事請負費

橋梁長寿命化対策事業 275,724 137,323 委託料・工事請負費

芦屋川周辺地区交通影響調査業務委託 17,050 17,050 委託料

ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業 1,670,643 597,992
工事請負費・公有財産購入
費・補償、補填及び賠償金

事 　 　業 　 　名 繰越明許費 主な内容
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（単位 千円）

現計予算額
(3月補正後)

事 　 　業 　 　名 繰越明許費 主な内容

芦屋市総合公園処理水供給ポンプユニット取替工事 3,153 3,153 工事請負費

公園施設長寿命化対策支援事業 23,288 23,288 工事請負費

旧芦屋霊園事務所跡地緑地整備工事 12,100 12,100 工事請負費

地域防災計画・水防計画改定支援業務委託 3,408 3,408 委託料・需用費

保育所等における性被害防止対策に係る設備等整備
事業（市立幼稚園）

500 500 備品購入費

芦屋市立精道小学校放課後児童クラブに係るプレハ
ブ施設整備事業

70,091 70,091 使用料及び賃借料

保育所等における性被害防止対策に係る設備等整備
事業（放課後児童クラブ）

2,125 2,125
備品購入費・負担金・補助
及び交付金

放課後児童クラブＩＣＴシステム利用料 2,508 2,508 使用料及び賃借料

普通公用自動車購入事業 2,301 2,301
役務費・備品購入費・公課
費

野球場照明復旧工事 2,000 2,000 工事請負費

合　　　　計 3,525,934 1,418,224
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令和５年度一般会計補正予算（第10号）について

歳入歳出予算
当初予算額： 43,741,000千円

現計予算額： 45,920,786千円 （＋2,179,786千円）

補 正 額： 560,430千円

補正後予算額： 46,481,216千円 （＋2,740,216千円）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額
（補正額の内訳）

① 事業費の不足等に伴う増額 ＋ 458,586千円 （＋ 346,710千円）

② 事業費の不用等に伴う減額 ▲ 1,020,538千円 （▲ 726,256千円）

③ 前年度予算との重複額の減額 ▲ 314,278千円 （▲ 220,975千円）

④ 職員給与費等の減額 ▲ 62,000千円 （▲ 62,000千円）

⑤、⑥ 基金への積立て ＋ 819,660千円 （＋ 750,719千円）

⑦ 税外収入償還金の増額 ＋ 679,000千円 （＋ 679,000千円）

⑧、⑨ 財源更正(地方創生臨時交付金等) ＋ 0千円 （▲ 1,596,538千円）

補 正 額：＋ 560,430千円 （▲ 829,340千円）

※ （ ）内は市負担額（一般財源及び市債）
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【別紙】…前頁①～⑨に係る歳出予算の補正内容
（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源

総務費-総務管理費-一般管理費

自動録音機能付電話機等購入補助金の追加

総務費-戸籍住民基本台帳費-戸籍住民基本台帳費

戸籍住基等システム改修経費の追加

民生費-社会福祉費-障害者福祉費

業務委託料に係る消費税等（障がい者相談
支援事業等）の追加

民生費-社会福祉費-障害者福祉費

障害者総合支援法介護給付費等事業に要す
る扶助費の追加

民生費-社会福祉費-国保事業助成費

産前産後保険料繰出金の追加

民生費-児童福祉費-児童福祉総務費

保育所等における性被害防止対策に係る設
備等整備に要する経費の追加

民生費-児童福祉費-児童福祉総務費

業務委託料に係る消費税等（医療的ケア児
等コーディネーター配置事業）の追加

（注） 「財源内訳」欄の「地方債等」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

障がい者相談支援事業等が課税対象事業である旨の通知を受け、点検を
行ったところ、令和5年度から実施している当該事業について、課税対象
事業であることが判明したため、今年度の業務委託料に係る消費税等を
追加するもの。

＋360 ＋360

＋12,465
利用人数の増加及び利用時間数の増加に伴い、予算が不足する見込みで
あるため追加するもの。（補助率：国1/2、県1/4）

＋49,860 ＋37,395

12月の補正予算で計上した戸籍に記載された氏名の振り仮名を住民票及
び戸籍の附票へ記載するためのシステム改修事業について、国から追加
機能が明示されたため、戸籍附票システムの改修経費を追加するもの。

＋5,522 ＋4,502 ＋1,020

＋81

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

①

高齢者の特殊詐欺被害の大半が自宅の固定電話への電話から発生してい
ることから、被害防止に効果がある自動録音機能付電話機等の機器購入
費に対する補助を実施するもの。

＋3,081 ＋3,000

障がい者相談支援事業等、複数の委託事業について、これまで消費税及
び地方消費税(以下「消費税等」という)は非課税と取り扱ってきたが、
課税対象事業であることが通知されたことを受け、令和5年度の業務委託
料に係る消費税等を追加するもの。

＋4,806 ＋2,284 ＋2,522

すべてのこども・若者が安心して過ごせる社会の実現に向け、保育所等
における性被害防止対策に係る設備等を整備するもの。
【補助対象施設】
すくすく学級
【補助基準金額】
1施設あたり100千円
【補助割合】
公立施設　国：1/2、市区町村：1/2

＋100 ＋50 ＋50

ア

イ

ウ

エ

カ

キ

オ
令和6年1月1日より、国民健康保険法に基づき、出産する予定の被保険者
又は出産した被保険者の保険料が減額されることに伴い、一般会計から
国民健康保険事業特別会計へ繰出しを行うもの。

＋906 ＋679 ＋227
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（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

民生費-児童福祉費-保育所費

保育所等における性被害防止対策に係る設
備等整備に要する経費の追加

民生費-生活保護費-生活保護扶助費

生活保護法による扶助費の追加

衛生費-保健衛生費-保健衛生総務費

救急相談ダイヤル（＃7119）分担金の追加

衛生費-保健衛生費-保健センター費

マイナンバー情報連携体制整備事業の追加

衛生費-保健衛生費-市立病院整備費

市立芦屋病院事業助成費の追加

消防費-消防費-災害対策費

急傾斜地崩壊防止対策工事負担金の追加

教育費-幼稚園費-園管理費

保育所等における性被害防止対策に係る設
備等整備に要する経費の追加

（注） 「財源内訳」欄の「地方債等」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

①

すべてのこども・若者が安心して過ごせる社会の実現に向け、保育所等
における性被害防止対策に係る設備等を整備（民間施設へは整備費用を
補助）するもの。
【補助対象施設】
市内に存する保育所（12施設（公立2施設、私立10施設））、認定こども
園（8施設（公立2施設、私立6施設））、小規模保育事業所（5施設（私
立5施設））
【補助基準金額】
1施設あたり100千円
【補助割合】
公立施設　国：1/2、市区町村：1/2
私立施設　国：1/2、市区町村：1/4、事業所1/4

＋1,975

すべてのこども・若者が安心して過ごせる社会の実現に向け、保育所等
における性被害防止対策に係る設備等を整備するもの。
【補助対象施設】
市立幼稚園5施設
【補助基準金額】
1施設あたり100千円
【補助割合】
公立施設　国：1/2、市区町村：1/2

＋500 ＋250 ＋250

自治体予防接種台帳システムをデータ標準レイアウト改正に対応するた
め、システム改修等を行うもの。

＋1,960 ＋1,306 ＋654

救急相談ダイヤル（＃7119）事業のコールセンターを拡張するため、事
業を実施する神戸市に対し、業務場所の移転費用に係る分担金を支出す
るもの。

＋974 ＋974

医療扶助費の支出が大幅に増加していることにより、予算が不足する見
込みであるため追加するもの。（補助率：国3/4）

＋75,000

ク

ケ

コ

サ

＋56,250

シ

ス

セ

＋3,600 ＋526

市立芦屋病院の安定的な経営を維持するため長期貸付を行うもの。
（300,000千円）
併せて、一般会計で受領した寄附金（現年度2,138千円＋過年度未繰出分
2,645千円)を繰り出すもの。

＋4,126

＋18,750

＋1,250 ＋725

＋304,783 ＋2,138 ＋302,645

県が実施する急傾斜地崩壊防止事業（奥池町）について、施工業者の働
き方改革として週休2日制度導入により工期延長したことによる経費の増
額及び借地箇所（工事用地）の原形復旧による増額のため、市の負担分
を増額するもの。
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（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

教育費-社会教育費-青少年対策費

放課後児童クラブＩＣＴシステム利用料に
要する経費の追加

教育費-社会教育費-青少年対策費

保育所等における性被害防止対策に係る設
備等整備に要する経費の追加

総務費-選挙費-市長・市議会議員選挙費

市長・市議会議員選挙に要する経費の減額

民生費-社会福祉費-社会福祉事業費

生活困窮者住居確保給付金支給事業に要す
る経費の減額

民生費-老人福祉費-老人福祉事業費

地域介護・福祉空間整備等事業に要する経
費の減額

民生費-児童福祉費-児童福祉総務費

障害児通所支援に要する経費の減額

衛生費-保健衛生費-予防費

新型コロナウイルスワクチン予防接種事業
費の減額

土木費-都市計画費-都市計画総務費

屋外広告物改修等補助金の減額

土木費-都市計画費-都市再開発費

都市再開発事業特別会計への繰出金の減額

（注） 「財源内訳」欄の「地方債等」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に係る一般会計から特別会計への繰
出金を減額するもの。

▲ 118,141 ▲ 118,141

屋外広告物条例の規定に適合するよう屋外広告物等の改修又は撤去を行
う者に対する補助金について、不用額を減額するもの。

▲ 33,166 ▲ 33,166

新型コロナウイルスワクチンの接種数減少に伴い、接種予約体制を市か
ら個別医療機関に変更しコールセンターを縮小する等、事業の見直しを
行ったため、不用額を減額するもの。

▲ 231,368 ▲ 231,368

障害児通所支援事業について、支給人数が当初の見込みを下回ったた
め、不用額を減額するもの。

▲ 84,998 ▲ 63,749 ▲ 21,249

看護小規模多機能居宅介護事業所の公募を行い整備に係る費用の補助を
予定していたが、事業者からの応募がなかったため、不用額を減額する
もの。

▲ 57,931

②

令和5年4月23日に実施した市長・市議会議員選挙について、事業費が確
定したため、不用額を減額するもの。

▲ 27,770

経済的に困窮し住居を喪失するおそれのある者等に対する生活困窮者住
居確保給付金支給事業について、申請件数が当初の見込みを下回ったた
め、不用額を減額するもの。

▲ 2,832 ▲ 2,124 ▲ 708

▲ 27,770

＋836

①

国の令和５年度補正予算において追加された補助金を活用し、保護者と
の連絡及び情報共有にかかる利便性の向上や、業務の効率化による職員
の負担軽減を図るため、ＩＣＴ機器を活用したシステムを導入するも
の。

＋2,508 ＋1,672

すべてのこども・若者が安心して過ごせる社会の実現に向け、保育所等
における性被害防止対策に係る設備等を整備（民間施設へは整備費用を
補助）するもの。
【補助対象施設】
公設公営9学級、公設民営10学級、民設民営3学級
【補助基準金額】
1施設あたり100千円
【補助割合】
公立施設　国：1/2、市区町村：1/2
私立施設　国：1/2、市区町村：1/4、事業所1/4

＋2,125 ＋1,100

オ

カ

キ

ソ

タ

ア

イ

ウ

エ

＋1,025

▲ 57,931
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（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

土木費-都市計画費-都市再開発費

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に
要する経費の減額

土木費-住宅費-住宅管理費

住宅マスタープラン改定業務に要する経費
の減額

消防費-消防費-常備消防費

高機能消防指令センター更新業務委託費の
減額

教育費-社会教育費-青少年対策費

放課後児童クラブ施設整備に要する経費
（精道小学校）の減額

教育費-社会教育費-図書館費

図書館ＩＣ機器導入事業及び図書館システ
ム更新業務委託料の減額

公債費-公債費-利子

起債償還利子の減額

教育費-小学校費-学校建設費

朝日ケ丘小学校施設整備事業費の減額

教育費-小学校費-学校建設費

山手小学校施設整備事業費の減額

総務費-総務管理費-一般管理費

財政基金への積立て

（注） 「財源内訳」欄の「地方債等」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

職員給与費等の増減

＋2,048 ＋680,588

令和4年度分の歳計剰余金の1/2（1,108,987千円)、寄附金(未積立分221
千円)、令和5年度分の運用利子(1,869千円)、寄附金(179千円)、公共用
地取得費特別会計での土地売払収入相当繰入額（68,490千円）を追加す
るとともに、事業者支援緊急融資貸付金収入減額相当（▲2,450千円）、
土地売払収入減額相当（▲494,660千円）を減額し、差引き682,636千円
を積み立てるもの。

＋682,636

令和5年1月1日時点の現況で積算した職員給与費等について、令和5年4月
以降の人事異動等による変動を踏まえ、年度内の所要見込額を確保した
上で、不足額を増額し、不用額を減額するもの。

▲ 62,000 ▲ 62,000

令和5年度当初予算に計上している山手小学校の施設整備事業費につい
て、令和4年度補正予算(第11号)により令和4年度に前倒して実施したた
め、令和5年度予算における重複額を減額するもの。

▲ 96,352

③

令和5年度当初予算に計上している朝日ケ丘小学校の施設整備事業費につ
いて、令和4年度補正予算(第11号)により令和4年度に前倒して実施した
ため、令和5年度予算における重複額を減額するもの。

▲217,926 ▲ 60,865 ▲ 135,600 ▲ 21,461

▲ 18,000

▲ 32,438 ▲ 57,500 ▲ 6,414

ア

イ

ス
令和4年度の地方債発行額が見込みを下回ったことに伴い、令和5年度の
利子償還額が減少したため、不用額を減額するもの。

▲ 18,000

図書館システムの更新とＩＣ機器導入の時期を調整し、事業一括で行う
仕様としたうえで、指名型提案方式により業者選定を実施した結果、当
初の見込みよりも低い価格で契約ができたため、不用額を減額するも
の。

▲20,889 ▲ 20,889

▲ 41,849
放課後児童クラブ施設整備（精道小学校）について、見積り合わせの結
果、当初の見込みよりも低い価格で契約ができたため、不用額を減額す
るもの。

▲45,937 ▲ 4,088

高機能消防指令センター更新業務に係る事業費（委託料）について、事
業費が確定したため、不用額を減額するもの。

▲ 81,819 ▲ 14,772 ▲ 58,700 ▲ 8,347

▲ 5,606
住宅マスタープランの中間見直しを行う予定としていたが、来年度に新
たな計画を策定することとしたため、住宅マスタープラン改定業務に要
する経費（委託料等）について、不用額を減額するもの。

▲ 7,104 ▲ 1,498

②

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に係る事業費(用地取得費、補償費
等)について、不用額を減額するもの。併せて、国庫補助金の増額に伴う
財源更正を行うもの。

▲ 290,583 ＋81,248 ▲ 242,600 ▲ 129,231ク

ケ

コ

サ

④

⑤

シ
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（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

総務費-総務管理費-一般管理費

税外収入償還金の増額

合　計 ＋560,430 ＋1,312,257 ▲454,600 ＋77,513 ▲374,740

（注） 「財源内訳」欄の「地方債等」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

その他の財源更正 歳入予算の変動に伴い、財源内訳を変更するもの。 ＋0 ＋8,087 ＋36,200 ＋6,434 ▲ 50,721

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金及び物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金に係る財源更正

新型コロナウイルス感染症対応及び物価高騰対応に係る事業のうち、対
象となる事業分の交付金を受け入れるもの。
①推奨事業メニュー枠  ：  273,920千円
②補助事業    　      ：   20,489千円（18,518千円は未充当）
③給付金事業　　　　　：1,306,126千円
 ・３万円給付（補正予算第2号）：355,648千円
 ・７万円給付（補正予算第8号）：708,978千円
 ・こども加算・均等割のみ課税（補正予算第9号）：241,500千円

＋0 ＋1,582,017 ▲ 1,582,017

＋679,000
国庫支出金等について、令和4年度分等の精算による国等への要償還額が
見込みを上回ったため、過年度償還分として計上していた予算の不足額
を追加するもの。

＋679,000

その他の基金への積立て
令和4年度分の寄附金(未積立分15,051千円)、令和5年度分の開発指導関
連事業寄附金見込額(55,080千円)、寄附金(66,755千円)及び運用利子
(138千円)の合計137,024千円を積み立てるもの。

＋137,024 ＋66,893 ＋70,131⑥

⑦

⑧

⑨
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■ 地方創生臨時交付金の配分上限額 （単位：円）

163,079,000

110,841,000

273,920,000

10,746,000

9,743,000

20,489,000

260,692,000

94,956,000

567,182,000

141,796,000

241,500,000

1,306,126,000

1,600,535,000

　※★：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　配分額合計539,216千円

　※☆：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　配分額合計1,061,319千円

　※給付金・定額減税一体支援枠の通知額は598,117千円ですが、うち令和５年度予算充当分241,500千円を表記。

　　差額は、令和６年度当初予算計上事業の財源として歳入予定。

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

障がい福祉サービス事務所等に対する物価高騰対策支援事業 10,800,000 10,750,000 補正予算第3号

介護保険サービス事務所等に対する物価高騰対策支援事業 61,250,000 59,600,000 補正予算第3号

障がい児福祉サービス事務所等に対する物価高騰対策支援事業 5,450,000 4,550,000 補正予算第3号

物価高騰等対策私立特定教育・保育施設等事業継続支援事業 17,705,000 17,705,000 補正予算第3号

放課後児童健全育成事業 193,000 193,000 補正予算第3号

学校給食支援事業 14,830,000 14,717,000
補正予算第3号及
びR5当初予算

キャッシュレスポイント還元事業 118,000,000 118,000,000 補正予算第8号

省エネ家電製品買い替え促進事業（事業者） 400,000 400,000 R5当初予算

省エネ家電買い替え促進事業（市民） 9,600,000 9,600,000 R5当初予算

省エネ設備導入のための大規模改修促進事業 4,000,000 1,000,000 R5当初予算

市立学校に対する光熱費高騰対策支援事業 158,457,000 37,405,000 R5当初予算

400,685,000 273,920,000

■ 対象事業（補助事業分）

総事業費 補助裏算定額 予算区分

学校保健特別対策事業費補助金 17,550,000 8,775,000 R4明許繰越予算

教育支援体制整備事業費交付金 2,500,000 1,250,000 R4明許繰越予算

子ども・子育て支援交付金 8,225,000 2,743,000 R4明許繰越予算

子どものための教育・保育給付交付金 9,423,000 1,971,000

保育対策事業費補助金 11,500,000 5,750,000 R4明許繰越予算

49,198,000 20,489,000

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業（3万円給付） 367,808,000 355,648,000 補正予算第2号

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業（7万円給付） 769,554,000 708,978,000 補正予算第8号

物価高騰重点支援給付金支給事業（こども加算・均等割のみ課税） 255,528,000 241,500,000 補正予算第9号

1,392,890,000 1,306,126,000

1,842,773,000 1,600,535,000

うちR5充当額

1,600,535,000 1,582,017,000

　補助事業分　令和５年４～１２月補助事業　★

地方創生臨時交付金の配分上限額と同交付金の対象事業

推奨事業メニュー枠　★

　推奨事業メニュー枠　☆

小　計

　補助事業分　令和５年１～３月補助事業　★

※事業毎の交付金充当見込額は、変動が見込まれるため、便宜上「市立学校に対する光熱費高騰対策支援事業」で総額調整を
行っています。

小　計

低所得世帯支援枠　※3万円給付　★

　低所得世帯支援枠　※3万円給付（追加配分）　★

　低所得世帯支援枠　※7万円給付　☆

　低所得世帯支援枠　※7万円給付（追加配分）　☆

　給付金・定額減税一体支援枠　☆

小　計

合　計

対象事業（推奨事業メニュー枠）

事　業

小　計

令和５年度一般会計歳入補正第10号（今回）

事　業

小　計

対象事業（給付金事業）

事　業

小　計

合　計
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